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III覇決（パラグラフ17から）
事実
D．諸々の騒音除去措置
17．航空機をより静かにさせようと努める国際
　協・力のための主要な場が，困際民間航空機関
　［ICAO：the　Intemational　Civi｝Aviation
　Organisation］である。　ICAOの作業は，一連
　の諸基準の発展に向けて広範囲にわたって推
　進され，それらの基準に適合できない航空機
　を漸進的に排除する方向に導いてきた。これ
　らの基準は，もしそれらがICAOの加盟国の
　国内立法の中で実施されなければ，そして実
　施されない限り，そのICAOの加盟国におい
　ては効力を生じない。連合王国においては，
　航空（騒音証明）命令によってこれらの基準
　に効力が与えられる。J
　　1970年と1979年の命令は，音速以下の
　ジニット飛行機に関して発展させられた最初
　のICAOの諸基準を反映するものであった。
　1984年の命令は，新しいICAOの基準，およ
　びヨーロッパ民間航空会議の諸勧告に基づい
　た諸々の規則に効力を与えた。その際，1984
　年の命令は，また，「音速以下の航空機からの
　騒音発生の制限」に関する1977年と1983年
　のヨーロヅパ共同体指令の諸要求を満たすも
　のであった。しかし，1984年の命令は，その
　適用上，より厳しいものであった。なぜなら，
　諸基準に合致しない音速以下のジェッ・ト飛行
　機が，1979年の指令によって要求されたより
　も12ヵ月早く国内の登録から排除禁止され
　たからである。1986年と1987年の命令は，さ
　らなるICAOの基準を導入するものであっ
　た。
18．ピーXP一空港会鮭は，その空港使用料の
　価格を形成する際に，より静かな航空機の使
　用を促進するためのICAOの諸騒音証暁基
　準を，考慮してきた。
19．1971年以降，より騒音の大きな航空機の夜
　間飛行を段階的に禁止する目的のもとに，
　ジェット飛行機の夜間の運行に関して種々の
　規鰯がなされてきたe申し立て人たちが属し
　ているピースm一騒音反鰐団体連合［the
　Federation　of　Heathrow　Anti－Nioise　Greups｝
　も含むすべての利害開係老の諮問の後に，こ
　れらの措置が，航空機騒音と安眠妨害との間
　の関係に関する調査に鑑みて採用されてきた
　のである。
20．ヒースロー空港離陸時の航空機騒音のモ＝
　タリソグは，まず，196e年代初期に実施され
　た。1974年以降，中央管舗・清報処理施設に
　接続された13の騒音モニタリソグ端末装置
　からなる自動装置が，用いられている。これ
　らの端末装置の位置は，日中（原文注6～現
　地時間7時一23蒔）は110PNdB［感覚騒音
　デシベル；perceived　noise　decibels～訳巻
　注・当該指数の説明はパラグラフIOを参照］
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　で夜間（原文注7－一現地時間23時一7時）は
　1（12PNdBの法定限度を超過する騒音水準か
　ら離陸時に到達した最初に婬設された地域を
　保護するために立案されたものである。騒音
　基準違反の場合には，空港e3　，当該航空会社
　に書而で通知し，また運輸省にその写しを送
　付することになる。政府によれば，騒音証明
　のない航空機に関する近時の禁止の効果は，
　日中はおよそ99パーセソト，夜間はおよそ
　98パーセソトという適合比率を保ち続けて
　いることである。国務大臣は，民間航空法第
　78条により，種々の騒音除去措置に合致する
　ことのできない経営者に対して，ヒースロー
　空港の施設利用を拒否する権限を与えられて
　いるが，現在まで，この規定を突施する必要
　性があると認められたことはなかった。他方，
　違反した経営者に対しては，夜間飛行の割り
　当て数が減らされてきた。
21．ヒースロー空港から離陸する航空機は，法
　令により，騒音優先航空路として知られてい
　る少数の揃定された航空路にとどまることを
　求められている。これらの航空路は，主な建
　物密集地域を可能な限り避けるように立案さ
　れている。
22．現在は，伝統的な滑走路への進入降下手続
　きと比較して，結果的により低い騒音水準に
　なっていると言われている進入降下手続き
　が，標準的な慣例になっている。それに，離
　陸時と同様に着陸するために滑走路に進入す
　る際に要求されている最低高度が，諸規則の
　中に規定されている。さらに，1972年以降は，
　着陸滑走路を規則正しく交替するシステム
　が，ヒースローでは諸々の西よりの空港管制
　室の間で実施されるようになっており，その
　主要な目的は．，着陸しつつある航空機からの
　騒音によって影響を受ける西ロソドソの地域
　共同社会の間で，比較的静かな時間を公平に
　分かち合うのを達成することである。
23．ガトウィック空港とピースm一空港とを結
　ぶヘリコプター接続は，1978年に導入され
　た。しかし，1978年，1979年，1983年，およ
　び1985年の公的調査の後，運輸大臣は，1986
　年6月に，環境上の理由に基づいて，その経
　営者たちに対して免許を取り消す命令を発し
　た。
24．住宅地域の防音のための計画については，
　1966年，1972年，および1975年の，より早
　期の計画の後，1980年に，新たな計画がヒー
　スロー一に対して導入された。この計画は英国
　空港公団におよそ1900万ポソドを費やさせ
　たが，この計画のもとで，1万6千人以上の
　所有者もしくは占有者が，補助金を申し込ん
　だ。この計画は，1980年代半ぽにもなお依然
　として比較的高い騒音レベルを経験している
　であろうと考えられていた地域や，夜間の航
　空機騒音のために非常に高い程度の静穏妨害
　の状態にある地域に集中された．こうした地
　域内では，用意された補助金の総額は，負担
　する妥当な費用の100　・9　一一セソトをまかなう
　ことを意図して設けられたものである。その
　境界ei，　1985年tこ50　NNI［騒音・回数ま旨数：
　NToise　and　Number　lndex～訳者注・当該指
　数の説明ならびに住宅開発許可との関係につ
　いてはパラグラフ10を参照］の水準であると
　の予測と，より静かな航空機に関しての95
　PNdBの騒音航跡の合成とに基づくもので
　あった。この95PNdBという数値は，それ以
　下の水準では，現在の証拠が，防音設備のな
　い部屋にいる一般通常人が目を覚まさせられ
　ることはまずありそうもないことを示唆する’
　ところの，外部からの騒音の水準である。か
　つて実際に騒音地域として知られていた諸境
　界線を再調査するための諮問の後，政府によ
　る委員付託と一致して，追加された地域を含
　めるための拡大計画が，1125万ポンドの見積
　もり費用で1989年4月に実施された。
　　60NNI水準の地域内に住んでいる他の
　人々と同様に，レイナー氏は騒音防止補助金
　を受ける正式な資格を得ている。
　ヨーロッパ人権委員会のもとでの手続き
25．当該申し立て（no．9310／81）は，ピースPt　一
　騒音反対団体連合によって，1980年12月31
　日に，まずヨーロッパ人権委員会に付託され
　た。1984年3月15日に，人権委員会は，同連
　合の申し立てを却下したが，この申し立ては，
　その訴訟上の請求がすでに解決されている第
　三の申し立て人とともに，パウエル氏とレイ
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ナー氏によって継続された。この申し立てに
おいて，彼らは，ヒースロー空港の管理運営
に関連する過度の騒音水準について訴えた。
彼らは，ヨーロッパ入権条約の，第6条1項，
第8条，第13条，ならびに同条約第1議定書
の第1条に基づいて訴えた。1985年10月17
日，および1986年7月16日に，パウニル氏
とレイナー氏の事件は，それぞれ，人権条約
第13条に基づいて受理できると宣言された
が，その他に関しては受理できないと宣言さ
れた。
　人権委員会は，1989年1月19日に（第31
条のもとで）採択された報告書の中で，人権
条約第8条に基づくレイナー氏の請求に関連
して（12対4の票決で）人権条約第13条違反
が存在したが，ほかのすべての請求に関して
は違反は存在しなかったとの意見を表明した
（原文注8～この決定は，第1議定書第1条
と人権条約第6条に基づく申し立て人たちの
申し立てに関しては全員一致でなされ，人権
条約第8条に基づくパウエル氏の申し立てに
関しては15対1でなされたものである。人権
委員会の意見および反対意見の全文は，E．　H・
R．R，12巻［1999年］288頁で報告されてい
る）。
ヨー口・ンパ人権裁判所に対してなされた最終付
託
26．1989年9月27日の公開聴聞において，申
　し立て人たちは，人権裁判所に，「彼らが人権
　条約第6条と第8条の違反の被害者であるこ
　と，および，国内の関係当局のもとではなん
　らの有効な救済を受けられなかったことが人
　権条約第13条に違反していることを認定す
　る」よう1’こ，求めた。
27．その聴聞において，英国政府は争その覚書
　の中で最終結論を提出し，それにより，政府
　は，人権裁判所Lに，「人権条約第6条第1項も
　しくは第8条，もしくは第1議定霞第ユ条の
　規定に基づいた申し立て人双方の主張に関し
　て，人権条約第13条違反は存在しなかったと
　いうことを，決定し，宣言するよう」に、求
　めた。また，政府は，「申し立て人たちが，条
　約第6条ならびに第9条に基づいて彼らの申
し立てを再び開始しようとする試みは，まっ
たく誤解である」と付託した。
　判決
1．ヨーロッパ人権裁判所のもとでの事件の範
　囲
28．ヨー巨ヅパ人権委員会への申し立てにおい
　て，パウエル氏とレイナー氏は，（人権条約第
　8条の）私的生活ならびに住居の尊重を受け
　る権利，（議定書第1条の）財産の権利，（人
　権条約第6条第1項の）民事上の問題につい
　て裁判を受ける権利，および（人権条約第13
　条の）申し立てられた人権条約違反に対して
　国内法のもとで実効的救済を受ける権利につ
　いての違反を主張した。
　　1985年ユ0月17日および1986年7月16
　日の人権委員会決定の文言によれば，人権委
　員会は，条約第13条に基づく申し立てを除い
　て，すべての申し立てを明白に根挺不十分で
　あるとして受理できないと宣言した（原文注
　9～上記パラグラフ25参照）。それにもかか
　わらず，申し立て入たちの見解においては，
　人権裁判所は，申し立てられた条約第13条違
　反とは独立して，申し立てられた第8条なら
　びに第6条の違反を審理する管轄権を有して
　いると述べられている（原文注IO～結局のと
　ころは申し立て人たちの覚書のパラグラフ9
　を参照）。第1議定書第1条に華つく争点1こつ
　いては，受理許容か否かを決定する綬階以媛
　は続行されなかった。
29．人権裁判所のもとでの事件の聴凝の無暴
　は，人権委員会の受理許容性の決定によ雫て
　定められている（原文注11－一最這時の難誕と
　しては，198§年12月のカマシン1スキー討
　オーストジア事件聡決，シジーズA薬藩§誉
　のパラグラフ59を参照）e入犠戴灘華L鳳1饗
　白に根拠不十分であるとして輝下された申し
　立ての本案を再審理すること絃できない拭
　入糎委員会力授理碍醸と豊言した申し立て1こ
　ついてはモれを取撮二げて審理する葉事壁を与
　えられr〔いるのである」（原文注提一一・漢｛鐸
　およびライ興対運含王纐事弾．E，践奎ミ．1ミ・逡
　1章巻褻i§ss年窪・塁5翼メラゴ撃ゴき蓬参蕪｝。
　人権識判翫は，そΦ審理に縫｝liさきたll齢毒
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事実に対して，法律上，慮由に特徴づけを行
うことができるのであるが，条約第6条およ
び第8条違反の申し立ては，本来，独立した
訴えを構成していたのであって，申し立て人
たちによって示竣されたように，条約第13条
違反の串し立ての基礎となっている諸事実と
購様の事実に関連している法的な主張や弁論
だけを構成していたわけではない。また，そ
れは，誹えが突際に受理可能であると宣言さ
れたがその本案に関して却下されたというレ
イナー琉の条約第8条に基づく訴えに対し
て，人権委員会が専心したという「十分な配
慮」から推論することもできないのである。
　したがって，当入権裁判所は，当該事件に
おいては，条約第13条の範囲内の関連とは別
個に，第6条および第8条に基づく不服申し
立てに関して裁定するための管轄権を有して
いないという，人権委員会ならびに英国政府
の見解に賛成するものである。
II．申し立てられた第13条違反
30，申し立て人たちは，人権条約第6条第1項
　および第8条に基づく彼らの主張に関して，
　第13条によって要求されているような濁内
　的救済がなんら存在しなかったと争った。同
　第13条は，以下のように規定している。すな
　わち，「この条約に掲げる権利及び自由を侵害
　された者は何人も，その侵害が公的資格で行
　動する人によってなされた場合にも，魍の機
　関において実効的救済を受けるものとする」
　と。
A．導入
31．条約第13条は，条約の見地からは「論証可
　能」とみなされうるような諸々の不服申し立
　てに翻してのみ国拷法における救済を要請し
　ているものと当人権裁判所によって一一貫して
　解釈されてきている（原文注13・一例えば，前
　揚ボイルおよびライス対連合王国箏件，パラ
　グラフ52参照）。当該事件においては，（「実
　体豹」な講求である）条約第13条に基づく
　申し立て人tちの訴えの基礎を形成している
　違反の主張の一一つ一つが，「男白に根拠不十
　分」であるとして人権委負会によって受理不
　可能と宣言されている（源文注14～条約第27
　条第2項：なお上記パラグラフ25参照）。
32．しかし，人権委員会の多数は，この「開白
　に根拠不十分」の概念と「論証可能性jの欠
　如の概念との間に区別をつけた。r人権委員会
　の確立した判例法において階示されているこ
　とは，“虜白に根拠不十分：manifestly　ill－
　founded”という用語は，“明白な：manifest　”
　という語がそれを最初に読んだときに示唆す
　るであろう文字どおりの意味よりも，一層広
　く解されるようになっているということなの
　である」（原文注15～人権委員会報告書のパ
　ラグラフ59参照）。したがoて，重要な諸請
　求は，一応の争点を生じさせるかもしれない
　が，受理許容か否かを決定する段階での「十
　分な審理」の後では，結局，それらの論証可
　能な性質にもかかわらず明白に根拠不十分で
　あるとして却下されるかもしれないのであっ
　た。諏申し立て人は，この取り組み方に同意
　したのである。
　　他方，政府，ならびに人権委員会の多数に
　とっては，人権委員会が，条約違反の実体的
　な講求は，条約築27条第2項の目的に関して
　はf明白に根拠不十分」であると潤時に，条
　約第13条の目的に関しては「論証可能」であ
　るという結論に達することは，矛盾するとい
　うものであった。
33．人権裁判所がボイルおよびライス事件判決
　において述べたように，「諸々の用語の通常の
　意義に関しては，‘‘朗自に根拠不十分”である
　請求がそれにもかかわらずいかにして“論証
　可能”たりうるかを考えることは困難であり，
　逆の場合もまた同様である」（原文注16－一上
　記引用書パラグラフ54）。さらに，条約第13
　条と第27条第2項は，それぞれの筒囲内で，
　条約の縄様の諸々の権利および自由の実施の
　ための救済の利用可能性と関係している。も
　し，第13条が，國際的なレベルでその本案に
　関する審理を是認しないe2ど説得力に乏しい
　ものと第27条第2項のもとで分類された不
　服申し立てのために「実効的な救済」を利用
　可能なものにさせることを，国内法に要求し
　ていると解釈されるならば，この二元的な実
　施システムの一一貫性は損なわれるおそれがあ
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ろう。人権委員会が，諸々の主張を第27条第
2項に基づいて「明白に根拠不十分」と宣言
するために，たとえどのような出発点をその
判例法においたとしても，原則として，第13
条に基づく「論証可能性」についての類似の
概念に関して同じ出発点をおくべきである。
　しかし，このことは，当該事件において，
単に，1985年10月17日および1986年7月
16日の人権委員会の決定では，条約第6条第
1項および第8条に基づく両申し立て人の実
体的諸請求が明自に根拠不十分であると宣言
されたという結果のみに基づいて，当人権裁
判所が，第13条は適用できないと判決する義
務を負うということを，意味するわけではな
い。それらの決定自体は再審理することは不
可能であるが，人権裁判所は，実体的な諸々
の主張のおのおのが「論証可能」であるか否
かを含めて，第13条に適切に関連した諸請求
の文脈において生じる事実や法に関するすぺ
ての問題を審理・判断する権限を有している
のである（原文注17～前掲ボイルおよびライ
ス対連合王国事件，パラグラフ54参照）。後
者の問題を決定するために，提示された諸々
の個別的事実と法的論点の性質とが，とくに
人権委員会の受理許容の決定とその中に含ま
れている論拠に照らして，審理されなければ
ならない。その点について，ボイルおよびラ
イス対連合王国事件判決（原文注18～上記引
用書パラグラフ68－76および79－83）なら
びに「命を守る医師たち」主義事件（原文注
19－－PLATTFORM　tARZTE　FUR　DAS
LEBEN’事件，1988年6月21日判決，シリー
ズA，第139巻，パラグラフ28－－39）が示し
ているように，ある一つの主張について，そ
れを受理できないとして却下する前に，人権
委員会がすでにその主張およびその基礎をな
す諸々の事実に対して慎重な考慮をささげて
いたという理由に基づいて，必ずしもそれが
論証可能であると宣告されるわけではない。
B．条約第6条第1項に基づく主張
34．申し立て人たちのヨーロヅパ人権条約第6
　条第1項に基づく主張は，彼らの「民事上の
　権利及び義務」の決定を求める裁判所での裁
判を受ける権利が1982年の民間航空法第76
条第1項によって不当に否定されているとい
　うものであった。当該条項は，航空機騒音に
　関してニューサソス（生活妨害）についての
　訴訟を起こすことへの制定法上の障壁を規定
　しているのである（原文注20～上記パラグラ
　フ15参照）。関連する限りにおいて，人権条
　約第6条第1項は，次のように規定している。
　すなわち，「何人も，その民事上の権利及び義
　務の決定にあたって，法律によって設けられ
　た独立の公平な裁判所による公正な公開の審
　理を受ける権利を有する」と。
35．ヨーPッパ人権委員会e＃　，1985年10月17
　日と1986年7月16日の当該事件の受理許容
　の決定において，人権条約第6条第1項に基
　づく主張を明白に根拠不十分であるとして却
　下した。その理由は，申し立て人たちが，英
　国の法律のもとでは，諸々の航空規則に違反
　して飛行する航空機によって引き起こされた
　不合理な騒音以外には，航空機によって引き
　起こされる不合理な騒音によるニューサンス
　に関して，補償を求めるためのいかなる「民
　事上の権利」も有しないというものであった。
　さらに，人権委員会は，その報告書の中で，
　条約第13条の要請する諸条件が，条約第6条
　第1項の要請する諸条件に吸収されており，
　またそれらの条件よりも厳格ではないので，
　実効的救済についてのいかなる独立の論点も
　第13条のもとでは生じえないと論じた。ま
　た，申立人たちがヨーロッパ人権条約と1982
　年民間航空法第76条第1項との適合性を
　争っている限りにおいては，条約第13条は，
　ある締約国の国内法がそれ自体国家機関にお
　いて争われることを認めるような救済を保証
　しているわけではないとも論じた．したがっ
　て，人権委員会は，この項目のもとでは第13
　条違反は存在しなかったと結論したのであ
　る。
　　申し立て人たちは，入権委員会の受理許容
　決定はイギリス国内法の誤解に基づくもので
　あると答弁した。彼らが主張することには，
　彼らこそが，不合理な騒音水準のために
　ニューサソスを理由として訴えるためのコモ
　ソ・P一上の権利を有しているのに，1982年
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　畏｝悶航空法錦76条第1項ぞこよってその権利
　を擁護するための救済を否定されているの
　だ，というのであるe申し立て人たちの見解
　によれば，諸々の規刷に違反してもしくは不
　合理な高度で飛行していることを理由として
　個々の航空事業者に対して訴訟を提起する資
　格は，同法第76条第ユ項によって手つかずに
　されているが，その資格は空論かつ幻想にす
　ぎないものであるというのであった．また，
　彼らは，同法第76条第1項にようて創設され
　た制定法上の陣壁はアシソディソ事件（原文
　注21～アシソディソ対連合王国事件，E，　H，
　R．R．第7巻〔1985年］528頁，パラグラフ
　57参照）においてヨー－Pッパ人権裁判所に
　よって宣言された諸原期を侵害するものであ
　る，なぜなら，当該規定は正当な目的を追求
　しておらず，申し立て人たちに不相応な負担
　を諜しており，結果として上述の彼らのコモ
　ソ・P一上の権利のまさに本質を破壊してい
　るからである，と主張した。
　　英国政府は，人権委員会と同様の見解を展
　開した。さらにまた，政府は，同法第76条第
　1項は，人権条約第6条第1項に基づく申し
　立て人たちの「裁判を受ける権利」のまさに
　本質を損ねてはおらず，1比例原則に反しても
　いないと主張した。
36．人権条約第6条第1項に基づく申し立て人
　たちの不服申し立ては，本質的には1982年の
　民間航空法第76条第1項に規定された責任
　の限界に対して向けられたものである。この
　ように粋にはめられているので，彼らの不服
　申し立ては，人権条約第6条も第13条も発動
　させていない。人権委員会が受理許容決定に
　おいて指摘したように，同法第76条第1項の
　効果は，一定の状況のもとで航空機の飛行に
　関するニューサソスにおける責任を排除しう
　るということであり，tその結果，申し立て人
　たちは，当該状況下で航空機騒音にさらされ
　ることに対して救済を得るためのイギリスの
　国内法のもとでの実体的な権利を有している
　と主張することはできないのである。この範
　囲では，入権条約第6条第1項の適用を誘引
　する国内法に基づいて認められているいかな
　る「民事上の権利」も存在しない（原文注
22～リスゴウ対連合王国事件，E．　H，　R．　R，第
8巻［1986年］325頁，パラグラフ192参照）。
いずれにしても，人権条約第13条は，ある締
約国の国内法それ自体が国家機関において争
われることを認めるような救済を保証するこ
とまでしているわけではないのである（原文
注23－一同書パラグラフ206）。
　その他に関して，同法第76条第1項によっ
て認められている訴訟遂行の資格も限定的で
あって幻想にすぎないという申し立て人たち
の補足的な主張から，条約第6条第1項の違
反についてのいかなる論証可能な主張も導き
出すことはできないというのが，当人権裁判
所の意見である。国内の諸々の裁判所で裁判
を受ける権利は，イギリスの国内法のもとで
ニューサソスでの訴訟の根拠を有すると考え
るいかなる人にとっても利用可能である。も
し，同法第76条第1項の適用の闘題が生じる
ならぽ，それらの裁判所が決定することにな
ろう。
　したがって，条約第6条第1項に基づく申
し立て人たちの主張に関して条約第13条の
違反は存在しなかった。
C．条約第8条に基づく主張
37．申し立て人たちは，また，ヒースロt一空港
　の内外での航空運輸によって生じる過度の騒
　音の結果として，彼らが，それぞれ，人権条
　約第8条に基づいて保障されている権利を，
　連合王国によって不当にも侵害された被害者
　なのである，と主張した。同条は，次のよう
　に規定している。すなわち，「1．何人も，そ
　の私的な……生活及び住居の尊重を受ける権
　利を有する。2．・法律に合致し，かつ国の経
　済的福利・・…・のために，民主的社会において
　必要であるものの外は，この権利め行使に対
　していかなる公権による干渉もあってはなら
　ない」と。
　　申し立て人たちは，諸々の航空運輸規則に
　よって認められている騒音水準の許容性，な
　らびに騒音暴露を減少させるための政府の
　諸々の措置の実効性とを問題にした。彼らの
　見解では，1982年の民間航空法第76条第1
　項のために，彼らは，なんらの法的救済もな
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　く，諸規則と合致して飛行している航空機に
　よって引き起こされている不合理な静穏妨害
　に耐えることをしいられているとのことで
　あったeパウエル氏がレイナー氏よりも深刻
　な影響を被ってはいないことが認められては
　いるが，申し立て人双方は，彼らが条約第13
　条の目的に関して条約第8条違反の「論証可
　能な」主張を行っていると論じたのである。
38．人権委員会は，パウエル氏に関するその受
　理許容決定において，彼が被った騒音水準（原
　文注24～上記パラグラフ8参照）が人権条約
　第8条第1項の範囲内で彼の私的な家庭生活
　と住居の尊重を受ける権利の干渉を引き起こ
　したか否かについて未決定のままとした。な
　ぜなら，人権委員会は，その報告書で述べて
　いる（原文注25　一一　・〈ラグラフ56）ように，こ
　の権利に関して結果的にそれを制限するよう
　な同条第2項の「広範な正当化事由」を，認
　定したからである。人権委員会の意見は，彼
　の事件での諸事実は，条約第8条違反の論証
　可能な主張を生じさせてはおらず，またその
　結果として条約第13条に基づく救済を受け
　る資格も生じさせていないというものであっ
　た。
　　他方，人権委員会は，レイナー氏の事件の
　事実は明らかに異なっていると考えた。その
　代表者の言によれば，人権委員会は，その受
　理許容決定において，たとえある干渉が国の
　経済的福利のために民主的社会において正当
　化されようとも，当該事件では「条約第8条
　に基づいて政府の積極的な諸義務を必要とす
　る」ところの「明確な干渉」が存在すると認
　定した。その報告書において，人権委員会は，
　レイナー氏の住居および農場が，ピースn一
　空港の繁忙な滑走路に非常に近接し，かつそ
　の滑走路の一直線上にあること，この地域で
　は今以上の開発が禁止されていることt当該
地域は高度騒音迷惑地域として分類されてい
　ること，ならびに彼がその住居をヒースロー
空港の主要な拡張以前に取得していること
　（原文注26～上記パラグラフ9および11参
照）に言及した。
　　受理許容決定段階での条約第8条に基づく
　レイナー氏の主張に対して与えられねばなら
　なかった「慎重な考慮」およびその基礎にあ
　る諸事実とによって，人権委員会は，条約第
　工3条の目的に関しては論証可能な主張であ
　ることを納得したのである。人権委員会は，
　いかなる利用可能な救済（原文注27－一これら
　の項目に関しては上記パラグラフ13－16お
　よび26参照）もレイナー氏の主張に対する適
　切な補償救済を与えることはできないという
　意見になったので，条約第13条違反が存在し
　たと結論したのである。
39．政府は，最初に，ヒースロー空港とそれを
　使用する航空機は，現在でも過去においても，
　政府もしくは政府機関によって，所有，管理，
　運営されてはいないので，諸kの事実はt条
　約第8条に基づく申し立て人たちの権利につ
　いてなんらの直接的な「公権による干渉」も
　明らかにしてはいない，という見解を述べた。
　また，政府は，実際に論点となっているのは，
　第8条に基づく国家の消極的な義務ではなく
　積極的な義務なのであること，そして，政府
　の側が申し立て人の私的な生活と住居を尊重
　するための権利を保障することができなかっ
　たと立証するための論証可能な根拠はまった
　く存在しないことを主張したのである。
　　政府は，その選択的見解において，条約第
　8条第1項に基づいて保障されているいずれ
　の申し立て人の権利について，それに対する
　いかなる干渉も，人権委員会の受理許容決定
　において与えられている理由に基づいて，同
　条ag　2項に基づいて明確に正当化されている
　と論じた。
　　したがって，政府は，パウエル氏もレイナー
　氏もともに第8条違反の論証可能な主張を立
　証してはいないと結論したのである。
40．それぞれの事件において，たとえ非常に異
　なる程度ではあっても，申し立て人たちの私
　的な生活の質と，住居の快適さを享受するた
　めの機会が，不運にもヒースロー空港を使用
　する航空機によってずっと影響を受けている
　（原文注28～上記パラグラフ8－一　10参照）。
　したがって，条約第8条は，パウエル氏なら
　びにレイナー氏双方に関連する実質的な規定
　なのである。
4L当該畜件が，条約第8条第1項に基づく申
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　し立て人たちの権利を保障するための合理的
　かつ適切な掛置をとることを国家に積極約な
　責務として課しているという見地から分撰さ
　れるべきであろうと（原文注29～例えば，
　v一ズ対連合王國購件，E．　H．　R．　R．第9巻
　［1987年］56頁，パラグラフ37参照），縄条
第2項に合致して正当化されるべき「公権に
　よる干渉jの見地からAfi　iffされるべきであろ
　うと（原文注3台・一灘えば，レーソデル対ス
　ウェーデソ凄件，E．1美R．　R．簗9巻［1987
　年］433］（，パラグラフ59参廉1），いずれにせ
　よ，適堀可能な諸原理は萬く類似するもので
　ある。どちらの文賑において亀，醒人の瀦益
　と共縄鮭会全体の利益という競合する潤益の
　間で図られるべき公平な均衡に留意しなけれ
　ばならない。そして，いずれの文脈でも，羅
　家は，ヨーPtッパ人権条約との合致を確保す
　るたあに講じるべき諸々の手綬を涙定する際
　に，一楚の裁量の余地を有している。さらに，
　第81条簗王項から発する諸々の穫縫豹な義務
　との関連においてさえも，硬求められている〕
　均譲｝を図る場合に，漏条第2獲で言及されて
　いる諸§雛熱一定の闘孫を有するであろう」
　（漂文注3レー上言己弓隠妻一一ズ対L連合王麺事
　件参照）。
42．入権委員会＄Sその受理許容の淡定において
　指鏑したように，諸々の大規模な国際空港の
　存在，とくに都毒部の入m稠密地域にさえつ
　くられている国際空港の存在，ならびに，増
　撫するジェヅト飛行機の使愚が，霞の経済釣
　福利のたみに必要になってきていることは歪
　疑いのないところである。英國政癒紅よって
　示さ乳た議論の余地のない諸々の数字によれ
　ば，ピース舜一空港は，世鼻でも最も繁虻な
　空港の一つであるth9，それは，連合王困の経
　済においても濁際離な貿易や交通においても
　重要な中心曲泣握を占thている（漂文注
　32　一一上詑パラタラフ毘参照）。串し立て入た
　ち自芽も，主要な撰際空港の運嘗は正当な自
　麹を遂費していること．および，結果として
　生じる環境へのマイナスの影響は完全妾こは欝
　豫できないことをi認あた。
総責蓬のある藷機灘こよって，ピースP一空
　港およびその羅逗での誼空機騒音を雛麺し，
　除去し，生じた騒音に穀して補償するたあの
　多くの鑑置が導入されてきている。それらに
　は，航空機騒音誰翼，ジェット飛行機の夜聞
　の運行に闘する種々の規糊，騒音のモニタリ
　ソグ，騒音優先航空路の導入，滑走路の変更，
　騒音に麗連した空港菱罵麟，ガトゥィック空
港とピースn－一空港kEのへ｝」コプター蟄続の
　免許の取棲消し，騒音防止補助金計顧，およ
　び空港に透接する騒音被害にさらされた区域
　の不勤産の購入のための計画が含まれている
　（原文注33～上記パラグラフ員および17－
　24参照）eこれらの携置は，さまざま江異なっ
　ている利害翻係春や事業者への諮問の結果と
　して漸次採用され丸のであるカS，確立した国
　際釣水準，航空工学の発展，ヒー一スP－一空港
　周辺に居注する入々ぶ被っているさまざまな
　静穏訪害承準を適勢に轡麹したものである。
44．他方，1982年属期航甕i漢第76条篤1項ほ，
　航空機騒音に悩まされている人々に対して開
　放されている法的救済の可龍性を捌醸するも
　のである（漂文注34一上記パラグラフ15参
　照）。しかし，ニューサンスでの責任の免除は
　絶戴豹なものではないことも留意されるべき
　である。それは，想87年の航空（騒音証環）
　命令も含めて，合理釣な高度でかつ翻連する
　諸々の規溜のための規定と合致して｛聴行する
　継空機に聡してのみ適用される（漂文注
　35～上認パラグラフ16参照）。
　　露法第76条第1項の先駆けとなる慈律が
　1949年に藩定されてから．連合王国の諸政癒
　は，継続醜｝こ以下のような晃解をとってきた。
　すなわち，航空機騒音によって堤起された諸
　懇題鰭，コモソ・ロー一に茎ついて提起さ燕う
　るニューサソスを理密とする弼らかの訴訟に
　おける合理奎生の一般的な基準につV・て譲裁判
　所の聡飼法によって問i題を決定してもらう場
　合を絵いて，一般に，航空機騒音によって発
　生する静穏競1害カミ最小イi二されることを確｛呆す
　るたあの特灘な種々の規擬播置を講じ実施す
　ることによ凱よ参よく処理されている．と。
　たしかに，人擢委員会もしくは轟入擢裁灘所
　＊ttこうした函難な鮭会釣かつ技衛魯領域に
　お曾る最善の敷策とはどういうものであ参う
　るかということ江ついての癒らかの評簸をT
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諸々の国家機関の代わりに行うことはできな
　い。これは，諸々の締約国が広範な裁量の余
　地を有していると認められるべき領域なので
　ある。同法第76条第1項の規定が，外国航空
機による第3国への地表に引き起こした損害
　に関する1952年ローマ条約の規定と比較し
　うるものであること（原文注36～上記パラグ
　ラフ15参照）こそが，重要なのである。
45．上記のことを考慮すれば，条約第8条の積
　極的項目に基づくものであれ，消極的項目に
　基づくものであれ，問題への政策的アプロー
　チも，連合王国の諸国家機関にようて採用さ
　れた種々の規制措置の内容も，いずれも条約
　第8条違反を生じさせていると，主張するた
　めの重要な根拠は存在しない。ピースP一空
　港を離着陸する航空機に対する諸々の騒音除
　去措置の適切な範囲に関する判決を形成する
　場合に，連合王国政府が，与えられた裁量の
　余地を越えたとも，あるいはまた，条約第8
　条に基づいて解決調整することを求められて
　いる公平な均衡をくつがえしたとも，論証可
　能なこととして述べることはできない。たと
　えレイナー氏がずっと高い静穏妨害水準を
　被っていたとしても，またたとえ彼の訴えに
　対して人権委員会によって受理許容決定段階
　で慎重な考慮がなされていたとしても，この
　結論は，レイナー一・一氏に対してもパウエル氏に
　対しても同じく適用される。
46．要するに，いずれの申し立て人に関しても，
　適度な高度でかつ諸々の航空運輸規則に合致
して飛行している航空機によって発生する騒
音に関して，いかなる条約第8条違反の論証
可能な主張も，条約第13条に基づく救済を受
けるいかなる資格も，まだ立証されてはいな
かったのである。
　また，申し立て人たちがこのような諸条件
のいずれかを満たさずに飛行する航空機に
よって発生する騒音について訴えることを望
む限りにおいては，ニューサソスに基づく訴
訟を提起することに関してはなんらの障害も
存しない。この範囲で，彼らが利用可能な実
効的救済を受ける権利を有することが考慮さ
れなければならない。
　結論として，条約第8条に基づくいずれの
申し立て人の主張に関しても条約第13条違
反は存在しなかった。
　上記の理由に基づいて，当人権裁判所は，
全員一致で，次のように判決する。
1．条約第6条第1項および第8条に基づく申
　し立て人たちの不服申し立ての主張を取り上
げて審理する管轄権を有してはいない。
2．いずれの申し立て人に関しても，条約第13
条違反は存在しなかった。
［当該判例に関しては，アソトニオ・ブルトリー
二（磯崎博司訳）「n一ロッパ人権裁判所と環境
保護一その主要判例の紹介一」『環境と公害』第
29巻第3号岩波書店2000年52頁でとりあげ
られたので参照されたい。］
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